令和７年度　伊東市総合防災訓練実施要領

１　目　的

東日本大震災、熊本地震、能登半島地震や、令和６年８月及び令和７年１月に日向灘沖で発生した地震に伴って南海トラフ地震臨時情報が発表されたことにより、災害に対する日頃からの備えの重要性が改めて認識されている。
南海トラフや相模トラフを震源とする大地震の発生が危惧されている中、本市も半島に位置しており、能登半島地震と同様の被害が生じる恐れがあること等を踏まえ、過去に発生した大震災の教訓をいかし、住民一人一人が災害時において「自らが何をするべきか」を考え、防災に関する意識の高揚と知識の向上を図るとともに、防災関係機関等相互の連携強化を目的に地震災害を想定した防災訓練を実施する。

２　実施日

令和７年１１月１６日（日）

３　訓練会場

⑴　市総合防災訓練会場（メイン会場）　　　  伊東市立南小学校
（今年度は、川奈区が担当）

⑵　各地区防災訓練会場　　　　　　　　各地区で指定された場所
⑶　シェイクアウト訓練　　　　　　　　それぞれがその時居る場所

４　訓練想定

令和７年１１月１６日（日）午前９時００分に相模トラフを震源とする地震が発生し、市内で震度６弱を観測するとともに、沿岸部では大津波が来襲、市内全域で甚大な被害が発生することを想定する。
午前９時００分　地震発生
午前９時０５分　大津波警報が発表
５　訓練項目

　⑴　市

ア　職員非常招集
イ　災害対策本部の設置
ウ　同報無線等による地震発生及び大津波警報等の広報

エ　被害状況の情報収集
オ　県、防災関係機関等との情報伝達及び収集　※別日
カ　各種防災応急対策の実施

（ア）　各班（課）でマニュアル化された活動の点検実施

（イ）　地区に派遣される市支部職員は、地区ごとの防災訓練に参加

⑵　各地区（連合自主防災会・自主防災会）

ア　避難訓練

（ア）　津波の危険地域における避難方法の確認

（避難路、津波避難協力ビル等の緊急避難場所、第１次避難場所、広域避難場所（指定緊急避難場所）への避難方法の確認）

　　　（イ）　がけ崩れ危険地域における避難方法の確認

（避難路、第１次避難場所、広域避難場所（指定緊急避難場所）への避難方法の確認）

　　　（ウ）　避難行動要支援者の避難誘導（要配慮者台帳による確認等）

イ　大津波警報発表を住民へ伝達（メガホン等による広報）

ウ　延焼火災防止活動

（ア）　出火防止広報（メガホン等による広報）

（イ）　初期消火

・消火器（水消火器）の操作

・消火栓、ホース格納箱、可搬ポンプの点検操作

・バケツリレーによる消火訓練

エ　救出・救護活動

（ア）　重症者の救出、救護所への搬送、軽症者の搬送方法

・三角巾の使い方、簡易担架の作り方、負傷者の搬送方法

　　　（イ）　救出救助資機材の点検操作

・発電機、チェーンソー、ジャッキなど防災資機材の点検操作

オ　地域内情報収集、市災害対策本部への被害状況報告

被害状況等の連絡方法の確認
（訓練参加人員の報告：自主防災会→市支部職員→市災害対策本部）

カ　生活維持活動

（ア）　給水（地域内の井戸の確認）、炊き出し訓練

（イ）　避難生活用資機材の調達方法の確認

キ　中・高等学校の生徒が参加する訓練の実施
ク　夜間における活動確認　※夜間も実施する団体

夜間用資機材の点検操作、災害時を想定した宿泊訓練

ケ　その他各地域性を考慮した独自の訓練等の実施

⑶　家庭内訓練

　地震情報の確認（同報無線、メールマガジン、自主防災会役員等への確認）
⑷　旅館・ホテル、観光施設等

　ア　従業員、宿泊客等の避難及び避難誘導

　イ　避難者及び残留者数の報告

⑸　指定公共機関、指定地方公共機関、学校、幼稚園等

　各機関、団体等で策定した計画に基づく訓練

⑹　福祉施設、病院等

　入所者、通所者、入院患者等の安全確保訓練

⑺　シェイクアウト訓練
　同報無線のサイレンを合図とするシェイクアウト訓練の実施
６　訓練の変更、中止の決定について（午前６時００分に決定）
市内で災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、住民の安全確保を最優先し、適切な状況判断により対応することとするが、原則として次のとおりとする。

⑴　南海トラフ地震に関する情報（臨時）が発表された場合、状況により続行、変更又は中止する（定例の調査情報を除く。）。

⑵　津波注意報が発表された場合、震度４以上の地震が発生した場合及び気象警報（大雨、洪水、暴風）が発表された場合は、状況により続行、変更又は中止する。

⑶　津波警報が発表された場合及び震度５弱以上の地震が発生した場合は、直ちに訓練を中止する。

⑷　伊豆東部火山群及び富士山の火山活動に異常が認められた場合は、状況により中止する。

⑸　テロ・武力攻撃等の危機事案が発生し、又は発生するおそれがあり、かつ、当該緊急事態に対処する必要がある場合は、状況により変更又は中止する。
⑹　警報発表以外（雨天等）の場合は、原則として実施する。

⑺　その他訓練実施が困難と予想される事態が発生した場合は、変更又は中止する。

７　訓練中止の伝達方法について（午前７時００分に実施）
　  訓練を中止する必要が生じた場合は、次の方法で周知する。

⑴　同報無線（屋外スピーカー）放送
⑵　ナビダイヤル・・・0557-36-2180で放送内容を確認可能

⑶　メールマガジン（ＬＩＮＥ等市公式ＳＮＳ）配信
⑷　災害用伝言ダイヤル「１７１」・・・電話で「171」→「2」→「0557-32-1361」で再生
８　その他　
　問合せ先　伊東市危機管理部　危機対策課　℡３２－１３６１・１３６２

訓練参加予定機関、団体等〔順不同〕

1. 連合自主防災会、自主防災会、防災指導員

2. 伊東市消防団

3. 静岡県

4. 駿東伊豆消防本部伊東消防署

5. 伊東警察署

6. 自衛隊（第３４普通科連隊第５中隊）

7. 伊東市危険物安全協会、ＬＰＧ協会、石油商業組合

8. 伊東市民病院

9. 伊東市医師会

10. 伊東市歯科医師会

11. 伊東熱海薬剤師会

12. 伊東市女性連盟

13. 伊東市交通指導員会

14. 市内事業所（従業員５０名以上）

15. 伊東観光協会

16. 伊東温泉旅館ホテル協同組合

17. いとう漁業協同組合

18. 伊東建設業協同組合

19. 市内の高校、中学校、小学校、幼稚園、福祉施設等

20. 伊東ガス㈱

21. 東京電力パワーグリッド㈱伊豆支社

22. 西日本電信電話㈱静岡支店

23. 東日本旅客鉄道㈱伊東駅

24. 伊豆急行㈱

25. 東海自動車㈱

26. 東海汽船㈱伊東代理店

27. 富士急ﾏﾘﾝﾘｿﾞｰﾄ㈱伊東船舶営業所

28. 日本郵便㈱伊東郵便局

29. エフエム伊東
30. 伊東市防災士会
31. ㈱伊豆急ケーブルネットワーク

※メイン会場で実施する訓練においては、その他防災関係機関等も含まれます。
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